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第一章 ネットワークのＩＰ化を巡る内外の動向 

 

１－１ ＩＰ系サービス・ネットワークの普及状況 

 

我が国では、ＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶインターネット等のブロードバン

ドアクセス網の普及・進展や料金の低廉化等により、近年、ＩＰネットワーク

への常時接続環境の整備が急速に進んでいる。 

 

また、ＩＰネットワーク関連機器の高機能化や低廉化等に伴い、ＩＰネット

ワークの一層のブロードバンド化・低料金化が進み、ＩＰ電話を初めとしたＩ

Ｐネットワーク上で展開される様々なアプリケーションを多くの人が利用でき

る環境も整備されつつあることもあり、総体として、従来の電話網（ＰＳＴＮ：

Public Switched Telephone Network）を中心とするネットワークからＩＰを基

盤とするネットワークへと向かう変化が加速してきている状況にある。 

 

（１）ブロードバンドサービス（ＤＳＬアクセスサービス、ＦＴＴＨアクセス

サービス、ＣＡＴＶアクセスサービス） 

 

○ 我が国のブロードバンドサービスの契約数の推移は図１－１のとおり

であり、２００４年１２月末現在での総契約数は１８６３万に達している

（ＤＳＬアクセスサービス：１３３３万、ＦＴＴＨアクセスサービス：２

４３万、ＣＡＴＶアクセスサービス：２８７万）。 

 

図１－１ 我が国のブロードバンドサービスの契約数の推移 
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（２）ＩＰ電話サービス 

 

 ○ ブロードバンドサービスの伸長と相まって、我が国においては他国と比

較してもＩＰ電話サービスのユーザが順調に増加している状況にあり、図

１－２のとおり、２００５年３月末現在のＩＰ電話に用いられている電気

通信番号数は既に約８３０万番号に達している（図１－２）。 

 

○ なお、ＩＰ電話に用いられる電話番号については、 

①０５０－ＣＤＥＦ－ＧＨＪＫ 

電話として利用できる最低限の品質を有し、ロケーションフリーで利

用可能（地理的識別性を有しない）であるＩＰ電話に指定するもの 

  ②０ＡＢ～Ｊ 

現行の固定電話と同等の品質、地理的識別性を有するとともに、緊急

通報（１１０番等）が可能であるＩＰ電話に指定するもの 

の２種類が存在するが、このうち０５０番号については、２００２年１１

月２５日の指定開始以降、２００５年３月末時点で２８社に対して１８０

６万番号を既に指定済み（図１－３）であり、利用番号数も２００４年９

月末現在で６９４万に達している。 

  一方で、０ＡＢ～Ｊ番号についは、２００５年４月１日時点で１４社が

サービス提供し、利用番号数は２００４年９月末現在で８．１万に留まっ

ているものの、今後、ＦＴＴＨの普及等に伴って０ＡＢ～Ｊ番号を利用し

たＩＰ電話も急速に進展していくものと予想される。 

 

図１－２ 我が国のＩＰ電話に用いられる電気通信番号数 
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 図１－３ 電気通信事業者に指定した電気通信番号数（2005.3 末） 

ＮＴＴ－ＭＥ
30万番号日本テレコム

35万番号

フュージョン
65万番号

ぷらら
101万番号

ＫＤＤＩ
252万番号

ＮＴＴコミュニケーションズ
418万番号

ソフトバンクＢＢ
813万番号

【「０５０」の指定状況】

０５０番号の指定数
１８０６万番号

【「０ＡＢＪ」の指定状況】

ＮＴＴ東日本, 9418万
番号

フュージョン,
 553万番号

平成電電,
 622万番号

ＫＤＤＩ, 758万番号

日本テレコム, 1123
万番号

ＮＴＴドコモグループ,
1697万番号

鷹山, 360万番号

ＮＴＴコミュニケーショ
ンズ,

 290万番号

ケイ・オプティコム,
120万番号

ＮＴＴ西日本, 9765万
番号

０ＡＢＪ番号の指定数
２億５４４１万番号

 

 

 

 

（３）企業向けネットワークサービス  

 

○ 電気通信事業者が提供する企業向けネットワークサービスについても、

従来の専用線等のレガシーサービスから、ＩＰ系のサービスを主力のメニ

ューとする動きが加速しつつある。 

 

○ 企業向けネットワークサービスの端末回線数は増加傾向にあり、２００

４年１２月末でＩＰ－ＶＰＮサービスの端末回線数は、２３．５万、広域

イーサネットの端末回線数は、１０．６万に達している。 

   また、２００５年３月末のＮＴＴ東西の提供する「メガデータネッツ」、

「フレッツ・オフィス」、「フレッツ・グループ（アクセス）」の端末回線数

は、合計で１３．２万回線に達している（図１－４）。 
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図１－４ 企業向けネットワークサービスの端末回線数の推移 

 

 

 

（４）無線系ネットワーク 

 

 ○ ２００５年４月末の第３世代携帯電話（３Ｇ）の契約数は、３１５５万

に達している（図１－５）。しかしながら、携帯電話事業者自身の基幹ネッ

トワークについては、ＩＰ化が進んでいるとはまだ言えない状況にあり、

更に、端末からバックボーンまでのエンド・トゥ・エンドでのオールＩＰ

化は今後の課題と言える。 

 

図１－５ 第３世代携帯電話の契約数の推移 
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 （出所）（社）電気通信事業者協会資料 
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 ○ その他の無線システムについて見ると、２００４年１２月末のＦＷＡア

クセスサービスの契約数は２．６万、２００４年１２月末の公衆無線ＬＡ

Ｎの契約数は、９．７万であり（図１－６）、いずれもサービス自身は未だ

黎明期の段階にある。 

 

図１－６ 公衆無線ＬＡＮの契約数の推移 
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（※）　本数値は継続的な契約関係を有さず利用の都度契約して提供するサービス（プリペイドカードに
　　　　より課金を行うサービスを含む。）の契約者数は、集計対象としていない。

 
  

○ なお、総務省ワイヤレスブロードバンド推進研究会においては、世界最

先端のワイヤレスブロードバンドサービス環境の構築を目指し、周波数の

再配分の具体化を示していくことを最大の目標に掲げ、このため、国内外

のワイヤレスブロードバンドサービスの動向把握、将来のワイヤレスブロ

ードバンドの利用形態・マーケットの把握、ワイヤレスブロードバンド普

及のための課題の抽出・普及推進方策の検討等について、産業界を初め広

くオープンな場で議論を行っている（図１－７）。 

 

図１－７ ワイヤレスブロードバンド推進研究会の概要 

ワイヤレスブロードバンド
推進研究会での議論

世界最先端の
ワイヤレスブロードバンド環境の構築

e-Japan戦略Ⅱ
電波政策ビジョン等

ユビキタスネットワーク社会の実現ユビキタスネットワーク社会の実現

将来のワイヤレスブロードバンドの将来のワイヤレスブロードバンドの
利用形態、マーケットの把握利用形態、マーケットの把握

ワイヤレスブロードバンドワイヤレスブロードバンド
普及のための課題の抽出普及のための課題の抽出
普及推進方策の検討普及推進方策の検討

国内外のワイヤレスブロード国内外のワイヤレスブロード
バンドサービスの動向の把握バンドサービスの動向の把握

「電波政策ビジョン」

（平成15年7月 情報通信審議会答申）

「周波数の再編方針」

ワイヤレスブロードバンド推進の具体策を
早急にブレイクダウンすることが必要

（平成15年10月 総務省）

新たな電波産業市場の開拓新たな電波産業市場の開拓

新たな生活スタイルの創造新たな生活スタイルの創造

NEWSNEWS
ドラマドラマ
バラエティバラエティ
番組等番組等

薄
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デ
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プ
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（出所）総務省「ワイヤレスブロードバンド推進研究会」中間報告書（平成１７年４月） 
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（５）その他ネットワーク（学術系ネットワーク等）の動向 

 

○ 次に、電気通信事業以外のネットワークについて見ると、学術・研究系

ネットワークや地方公共団体のネットワークといった、いわゆる非営利の

ネットワークについても下記のとおりＩＰ化・ブロードバンド化が着実に

進展している状況にあると言える。 

 

  ① 学術系ネットワーク（SINET/スーパーSINET） 

    国立情報学研究所では、１９８７年１月から日本全国の大学、研究機

関等の学術情報基盤として、学術情報ネットワーク（ＳＩＮＥＴ:Science 

Information NETwork）を構築・運用している。これは、全国の大学等研

究機関相互間を１００～２００Ｍｂｐｓで接続し、欧米をはじめとする

多くの海外研究ネットワークと相互接続している。 

また、２００２年１月には、先端的学術研究機関の連携を強化するた

めに、インターネット・バックボーンを１０Ｇｂｐｓ、研究機関相互間

を１Ｇｂｐｓで直結する「スーパーＳＩＮＥＴ」を構築・運用している。 

 

図１－８ 学術情報ネットワーク（SINET/スーパーSINET）の構成図 

 

 

（出所）国立情報学研究所資料 

 

  ② 研究開発用ギガビットネットワーク（ＪＧＮ・ＪＧＮⅡ） 

    独立行政法人情報通信研究機構が、１９９９年４月から２００４年３

月の間、ＩＰｖ６の普及・開発促進等のためのオープンなテストベッド

として研究開発用ギガビットネットワーク（ＪＧＮ）を運用してきたが、

２００４年４月から光とＩＰを基本としＪＧＮ（最大 2.4Gbps）に比べ
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最大 20Gbps に高速化したＪＧＮⅡの運用を開始した。 

 

図１－９ ＪＧＮⅡネットワークの概要 

 

 
 （出所）独立行政法人情報通信研究機構資料 

 

  ③ 地方公共団体のネットワーク 

    「情報ハイウェイ」を整備している都道府県は、２００５年４月現在、

３８団体ある。整備団体の多くは、高速の光ファイバ（１００Ｍｂｐｓ

以上）で基幹網を構築しており、ギガビット級の超高速ネットワークを

整備しているのは２０団体となっている。 

    このうち、先進的な都道府県（１８団体）では、圏下の全ての市区町

村と接続している情報ハイウェイを構築している。また、今後市町村と

の接続を予定している都道府県は１６団体となっている。 
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図１－１０ 主な情報ハイウェイの整備状況 

 

 

表１－１ 主な「情報ハイウェイ」の整備状況 

 

ネットワーク名 整備状況 

いばらきブロードバンド

ネットワーク（茨城県） 

2003 年 4 月から運用開始。最高 2.4Gbps のバックボーンを用

いて MPLS を採用した IP-VPN による仮想閉域網を構築。民間

利用も可能。 

岡山情報ハイウェイ（岡山

県） 

1999 年 4 月から運用開始。最高 10Gbps のバックボーンを用

いたネットワークで 2003年には全国に先駆けて IPv6 化を実

現。民間利用も可能。 

岐阜情報スーパーハイウ

ェイ（岐阜県） 

2003 年 4 月から運用を開始。最高 4Gbps のバックボーンを用

いて MPLS を採用した IP-VPN による仮想閉域網を構築。民間

利用も可能。 

京都デジタル疏水ネット

ワーク（京都府） 

2003 年 4 月から運用開始。最高 2.4Gbps のバックボーンを用

いて MPLS を採用した IP-VPN による仮想閉域網を構築。民間

利用も可能。 

高知県新情報ハイウェイ

（高知県） 

2003 年 2 月から運用開始。最高 2.4Gbps のバックボーンを用

いて MPLS を採用した IP-VPN による仮想閉域網を構築。民間

利用も可能。 

兵庫情報ハイウェイ（兵庫

県） 

2002 年 4 月から運用開始。最高 1.8Gbps のバックボーンを用

いて MPLS を採用した IP-VPN による仮想閉域網を構築。民間

利用も可能。 

ふくおかギガビットハイ

ウェイ（福岡県） 

2001 年 11 月から運用開始。最高 2.4Gbps のバックボーンを

用いて MPLS を採用した IP-VPN による仮想閉域網を構築。民

間利用も可能。 

宮崎情報ハイウェイ２１

（宮崎県） 

2002 年 8 月から運用開始。最高 2.4Gbps のバックボーンを用

いて MPLS を採用した IP-VPN による仮想閉域網を構築。民間

利用も可能。 

 （出所）各府県ＨＰ 
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（６）諸外国におけるブロードバンドサービスの普及状況 

 

○ 各国のブロードバンドの普及度合いについては、現在のところ、我が国

は他国と比較してもブロードバンドサービスが進展している状況にあり、

ブロードバンドサービス全体の契約数を主な諸外国と比較した場合、米国

に次ぐ地位（中国を除く）にあり特にＦＴＴＨアクセスサービスの契約数

は日本が一位となっている（図１－１１）。また、回線速度あたりの料金

は日本が最も安い（図１－１２）。 

 

○ 米国のブロードバンドサービス契約数は、２００４年１２月末で約３０

００万となっており、ＣＡＴＶの普及に伴い、ＣＡＴＶアクセスサービス

の契約数が最も多く、全体の６０％以上を占めている。 

  

○ 欧州のブロードバンドサービスについては、ＤＳＬアクセスサービスを

中心に契約数を伸ばしているが、普及率では一部の国（ベルギー、デンマ

ーク、フィンランド、オランダ、）を除き、日本などの先進地域に遅れて

いる。 

 

 ○ 韓国のブロードバンドサービス契約数は、２００５年３月現在で約１２

００万となっている。主なブロードバンドサービスはＤＳＬアクセスサー

ビスとＣＡＴＶアクセスサービスであり、速度あたりの料金も日本に次い

で安い。 

 

図１－１１ 主な諸外国のブロードバンドサービス契約数の現状 
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オーストラリアについては、オーストラリア競争・消費者委員会（ACCC）発表より。
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 図１－１２ 諸外国の通信速度当たりのブロードバンド料金 

 

 

（出所）“ITU Internet Reports 2004: The Portable Internet” (2004 年 9 月) 

 

 

 ○ 「日本のＩＣＴインフラに関する国際比較評価レポート」（２００５年５

月 総務省）によれば、日本はＩＣＴインフラの利用料金、質、モバイル

度では、世界最先端レベルの指標が存在する。一方、今後、更なるＩＣＴ

インフラの利活用を推進するためには、普及率の向上、社会基盤としての

優先度の向上、安心・安全対策の重視が必要であるとしている。 
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図１－１３ 日本のＩＣＴインフラに関する国際比較 

 

 

 


